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の展開（上）
坂井昭夫
はじめに
1988年8月23日，ついにアメリカで数年越しの懸案となっていた包括貿易
法が成立をみた。同法には，スーパー 301条，東芝制裁条項，プライマリー
ディーラ一条項，改正ダンピング条項といった日本を狙い撃ちにする諸規定
が盛られているが，それらにも増して日本経済の今後に大きく影響するとみ
られるのが1930年関税法337条の改正である。その337条改正は， 80年代に入
って米国産業界・議会において急速に高揚した知的所有権保護強化の動きの
今日的な到達点としての意味を帯びている。肝要な点であるが，この事実は
それ自体として，知的所有権問題がアメリカの貿易政策上の戦略的要素とみ
なされていることを教える。しかも，ここに言う貿易政策は，貿易不掏衡を
是正するための直接的措置（対米貿易黒字国に対する報復を主体とした保護
主義的措置）ばかりでなく，米国産業の国際競争力の再建を目指すより根本
的な施策をも含む広義のそれである。ちなみに，包括貿易法の正式名称は
「通商と競争力に関する1988年オムニバス法」となっている。
いま述べた現局面にいたるアメリカの対日知的所有権戦略の展開を一通り
概観しようとするのが本稿であるが，簡単な語義説明をさしはさんでおく
(1) 
と，人間の知能的活動の成果として生み出される無体財産に関する権利が
「知的所有権」だとされる。その無体財産は，発明や考案，学術や芸術とい
(1) 紋谷暢男「無体財産権法概論（第4版）」有斐閣， 1987年， 1~3ペー ジ。
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（出所） 中山信弘・村上政博・内田盛也「知的所有権」
日刊工業新聞社， 1987年， 153ペー ジ。
った産業・文化上の精神的な創造物，および商標，サービスマーク等の産業
活動における識別標識の 2種類のものから成る。
主に精神文化の発展に寄与する創作的活動は著作権として，
化の発展に貢献する創作的活動と識別標識は工業所有権として，それぞれ法
的に保護される仕組みになっている（図1は日本についての知的所有権の概
アメリカの場合には意匠権・実用新案権はないが，デザインの保護は
(2) 
特許権と著作権によっておこなわれる）。ただし，
そうした無体財産のうち，
また主に物質文
念図。
近年，
(2) 中山信弘・村上政博・内田盛也「知的所有権」日刊工業新聞社， 1987年， 90ペ
ジー。
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ログラムや半導体回路配置が著作物と認定される中で，著作権も物質文化と
の係わりを深めるようになっている。その意味で，著作権と工業所有権の境
(3) 
界はぼやける傾向にあると言ってよい。
もとより知的所有権の制度は不変のものではありえない。著作権の性格変
化もこの関係で起こったのだが，既存の法制度の枠組みでは対処しきれない
分野が拡大する時には，新たな法的保護の実施を考える必要が生じる。また，
経済や産業の状況変化にあわせた保護水準の調整も，なされて不思議ではな
い。知的所有権の対象範囲をおし広げ，保護水準を強化する一一~アメリカが
知的所有権に改めて着目しているのは，実にこうしたやり方が，いまや米国
経済の最大の支え手となったハイテク産業の利益の増進・活性化をはかるの
にきわめて有効だ，と判断してのことにほかならない。その根底に，アメリ
カの研究開発成果への只乗りによって安上がりに製造された外国製品が米国
企業の市場を不当に奪っている，との現実隠識が横たわっているのは，言う
までもなかろう。
アメリカが知的所有権侵害商品の国内流入の阻止に躍起になっているのは
もちろんであるが，それだけではない。米国企業の市場の喪失が世界的規模
で生じている以上，そして知的所有権の保護がもともと一国内で完結すべく
もない問題である以上（無体財産の場合には外国企業が自国にいながらにし
て模倣・盗用するといった事態が容易におこりうるので，その権利保護は多
(4) 
国間ベースで実施されないかぎり十分な効果を発揮しにくい），当然のごとく
にアメリカは各国に自国と同等の制度を整備・執行させるための算段もする
(5) 
ことになった（その一方で，アメリカは西欧・日本の要請にもかかわらず，
(3) 同上， 152ペー ジ。
(4) 同上， 157ペー ジ。
(5) 知的所有権の国際的性格は早くから認識されており，工業所有権の保護に関し
てはパリ条約 (1883年），著作権についてはベルヌ条約 (1886年）や万国著作権
条約 (1952年）といった国際的取り決めが結ばれてきた。それらを士台にして，
先進諸国は基本的にほぼ同等の国内制度を整えてきたのであるが，近年のアメリ
力における制度や運用基準の改変が国際的調整の必要を改めて高める役割を果た
している（経済企画庁総合計画局絹「知的所有権」大蔵省印刷局， 1987年， 58,
72ペー ジ）。
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自国の特異な特許制度を他国並みに是正するのを渋ってきた。現状の方が自
国に有利だとの思いがそうさせているのであるが，だとすれば，国際的整合
の実現をという同国の主張は多分に御都合主義的なものだと言わざるをえな
い）。かくして， それまで主として国連の専門機関のWIPO（世界知的所有
権機関）で実務者レベルで処理されてきた知的所有権制度の国際的調整の問
題が，米国主導でGATT等の外交の場に引き出され，国際的な政治力学の作
(6) 
用に委ねられるようになる。
ところで，知的所有権の制度は，元来，知的生産者への報酬の意味合いを
込めて無体財産に対して独占的排他権を認めることにより，知的生産物の産
業や社会への移転をスムーズにし，かつ知的生産へのインセンティプを引き
出す，という趣旨で形成された。特許制度によって新技術の開発者に独占権
が一定期間与えられることになったのは，あくまでもその技術の公開の代償
としてであったし，また独占権による経済的利益が技術開発を活発化する誘
因になるとの考えがとられたからでもあった。そこには，知的生産物を「公
共財」とみなし，それを実際に人類の共通財産にしていく，さらにそうした
(7) 
共通財産を増やしていく，といった社会進歩重視の思想が息づいている。
だが，かかる制度は，運用次第で社会進歩の阻害要因にもなりかねない諸
刃の剣の性質を秘めている。なぜなら，知的所有権の保護が行き過ぎる時に
は，知的生産物の普及の遅滞，社会全体としてみた場合の重複投資による資
(8) 
源の浪費が導かれるからである。もっぱら競争力の改善と貿易不均衡の是正
を叫んで，急進的に推進されているアメリカの知的所有権の保護強化路線を
目の当たりにすれば，本来の制度の趣旨からの逸脱ぶりが否応なしに印象づ
けられるというものであろう。しかも，アメリカは，他国の国家主権を打破し
て自国流の Iレールで世界を・塗りつぶす野望を隠そうとしていない。そして，
(6) 青山紘ー・山口森ー「知的所有権の攻防」 PHP研究所， 1988年， 67ペー ジ。
(7) 経済企画庁総合計画局絹，前掲書， 19,68ペー ジ。
(8) 「米国は，やや急進的に保護強化策に向かっているように見受けられ，産業や
社会への影善に関する検討が必ずしも十分でない面もあり・・・」（同上， 18ペー
ジ）。
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同国が知的所有権戦略の遂行において最も強く意識しているのが，誰あろう
最大のテクノ・ライバル日本なのである。
I アメリカの知的所有権に対する関心の高まりの背景
最初に，近時アメリカはなにゆえ知的所有権に対する関心を強めているの
か，その背景ないし動機をざっと洗っておこう。すでに部分的にふれたとこ
ろも含めて，数点にまとめて列記する。
まず第1に，エレクトロニクスやバイオテクノロジーを中心とする新しい
技術革新の波の高まり。 1980年代になって「第3次産業革命」と名づけられ
るほどの本格的な展開をみたこの技術革新は，コンピュータ・プログラム，
半導体チップのレイアウト，データベース， DAT,超伝導素子，遺伝子組
替え技術，遺伝子工学で創出された実験動物，細胞融合による新種の植物
等，伝統的な知的所有権制度の枠組みがそもそも想定もしなかった（したが
ってその枠組みでは適切に対処しきれない）類の新たな知的生産物を数多く
(9) 
生み出した。さらに，特許登録後の臨床実験等に要する時間が延びる傾向に
ある医薬品の場合には，新製品が市場に出た時には特許期間の半分も残され
(10) 
ていないといった不都合な状況が生じるにいたった。このような事情が知的
所有権制度の現実に見合った再整備の必要を惹起したのだが， その緊要性
は，先端技術分野の最先進国，他国に抜きんでた研究開発力を誇るアメリカ
によって，どの国よりも早く，かつ痛切に認識されることになった。
第2に，経済社会におけるソフト部分の比重の増大，すなわち「経済のソ
(11) 
フト化」。かつては知識・技術やサービスは物財である製造工業品の付属物
の扱いであったが，それらの重要性が継続的に高まった結果，いまや製品価
格に占めるソフト関連コストの比重が物財自体のそれより大きいケースも珍
しくなくなっている。この変化に対応して，ことに多大の研究費を要する業
(9) 青山・山田，前掲書， 36ペー ジ。
(10) 内田盛也「知的資本」日刊工業新聞社， 1987年， 101ペー ジ。
(11) 経済企画庁総合計画局編，前掘書， 23ペー ジ。
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種に携わっている企業は，利用技術・サービス自休を高く価値評価すること
(12) 
でソフト面への投資を確実に回収しようとする志向を次第に強めてきた。そ
うした思惑通りに事が運ぶためには，研究開発から生まれた知識の財産的価
値の効果的な保全が必須の要件をなす。なぜなら，先端技術やデザインに
は，莫大な費用なくしては自前の開発はおぼつかないが，他者の成果の模
(13) 
倣・盗用ならいとも容易にできるといったものが少なくなく，もし安価な模
倣商品の氾濫が許されるようなら本来の開発企業による研究開発費の回収の
見込みが立たなくなってしまうからである。ここでもやはり，経済ソフト化
の波を最初にかぶった国なるがゆえに，アメリカこそが誰よりも鋭敏にそれ
に対応した知的所有権の保護強化の重要さを感知する。
第3に，知的所有権を侵害する商品の貿易の増加。先端技術や意匠につい
ての模倣・盗用の可能性を上に指摘したが，もとより知的所有権の侵犯者は
国内にだけいるわけではない。模造や技術の盗用をやれるだけの能力のある
企業を抱えており，かつ知的所有権の保護に熱心でない国々が存在する場合
には，そこを根城にした知的所有権の侵害が起こりうる。実際の経過をみれ
ば，発展途上諸国の工業技術力がある程度高まった1970年代半ば頃から「不
正商品貿易」が目立ちはじめ，欧米諸国，わけても偽プランド品による被害
のひどいEC諸国を悩ますようになった。その後，主に NIES諸国の台頭
(14) 
に伴って先端技術分野の広い範囲に問題が拡大し，それとともにアメリカが
(12) 中山・村上・内田，前掲書， 98ペー ジ。
(13) たとえば，大型コンピューク用のOSの開発には， 1,000人のエンジニアを10年
間，そして総額1,000億円の資金を投入しなければならないが， 1人のエンジニア
が1日をさくだけで，金額ではわずか300万円ばかりで，そのコピーをとれる。
新しい半導休チップにしても，その設計には 1億ドル以上かかるが、＼コピーは
100万ドルもあれば足りる。医薬・農薬などの新規化学物質の開発には平均1億
2,00°""6,000万ドルと10年間の時間が必要とされるが，複製品は化学者が1人い
ればできる（那野比古「知的所有権 そこが知りたい」日本工業新聞社， 1988年，
24-25ペー ジ）。
(14) NIESの多くは，国際競争力強化のためには海外からの技術移転に依存せざる
をえないという事情があるせいで，特定産業の特許保膜を事実上廃止したり，特
許期間を短く定めるといった方法によって，知的所有権の保護を低水準にとどめ
ている（経済企画庁総合計画局編，前掲書， 55ペー ジ）。
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最大の被害国の座につ<,といった経過が続く。米国国際貿易委員会(ITC)
の推定では，海外で米国の知的所有権が守られないために生じた1986年の年
間損失額は430~610億ドルで，なんと同年のアメリカ経常収支赤字の3, 4 
割に相当する。被害を与えた国の順は台湾，メキシコ，韓国，プラジル，中
(15) 
国となっており， 8番目に日本が出てくる。念のために断わっておくが，ァ
メリカの損失額は国内外での売上の喪失の合計額として算出されている。同
国が，権利侵害商品の国内流入の阻止をはかるにとどまらず，自国の知的所
有権制度を国際的Iレールに仕立てあげようと策しているのは，先に言及した
(16) 
通りである。
第4に，企業活動の多国籍化の進展。効率的な企業内国際分業体制を整え
る立場から世界的規模で生産・販売拠点の配置が考えられるようになればな
るほど，企業は自国の知的所有権を取得するだけではすまず，製造工場を置
いている国や輸出先国でも知的所有権を得る必要に迫られるし，またその知
的所有権が十分に機能するよう求めなければならなくなる。この点は多国籍
企業の母国となっている多くの先進資本主義国に共通しているが，「産業空洞
化」問題が全世界的に注目を浴びるほどに急激な製造拠点の海外移転を経験
(17) 
した1980年代のアメリカに最もよくあてはまる。
第5に，以上のすべてと密接にかかわっているが，米国ハイテク産業の国
際競争力の低下。ここでは多面的な実態検証は割愛して象徴的な 1つの事実
を記すだけですませるが， 1980年に270億ドルの黒字を記録したアメリカの
(15) 松前仰「技術摩擦」東海大学出版会、 1988年， 181ペー ジ。
(16) 「アメリカ企業は，海外でその知的所有権を保護するために数々の困難に直面
している。国によっては，製法特許には部分的な保護しか与えていないところも
ある。製薬や化学における特許，あるいはコンビュータ・ソフトウェアの著作権
を認めていない国もある。多くの新興工業国ではバイオテクノロジーや通信衛星
のような新技術を保護するのに十分な， 柔軟性のある制度がない」， だから「知
的所有権Jレー ルの国際的確立」を， と大統領経済諮問委員会は唱える （「アメリ
カ経済白書」 1988年版，日本評論社， 246ペー ジ）。
(17) 中山・村上・内田，前掲書， 158ペー ジ。
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図2 アメリカの工業製品貿易収支のハイテク・非ハイテク別推移
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（出所） 「科学技術白書」 1987年版， 45ペー ジ。
ハイテク貿易収支は，以後急速に悪化して， 86年についに20億ドルの赤字を
出すにいたった（図2)。実は，先端技術分野での優位が揺らげば世界最強の
経済的地位の維持は困難であるし，「ハイテク防衛」主体の国家安全保障面に
も重大な支障をきたすとの見方にもとづいて，米国政府は，他の先進資本主
義諸国ことに日本の急追によって自国ハイテク産業の牙城が脅かされだした
70年代終盤から，競争ヵ再建の道を真剣に模索するようになっていた（日本
の対米ハイテク収支は68年に赤字から黒字に転じ， 80年には30億ドル近くに
まで黒字幅を広げた。ハイテク製品輸出シェアにおける日米の格差の縮小を
(18) 
示す図3も参照のこと）。その上に，そうでなくとも大赤字の貿易収支がハイ
テク部門の黒字縮小・赤字転落によっていっそう悪化する羽目になったので
あるから，貿易不均衡是正の要請も重なって，ハイテク産業の競争力強化を
願う米国内の声はいよいよ高まらざるをえなかった。なお，産業空洞化の潮
がハイテク産業領域にも押し寄せていること，経済のソフト化の程度が著し
(18) 坂井昭夫「日本の軍拡経済」青木書店， 1988年， 21&--218ペー ジ。
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図3 主要国のハイテク製品貿易の OECD総計に
占めるシェアの推移
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（出所） 通商産業大臣官房企画室編「世界の中の日本を考える」
通商産業調査会， 1986年， 216ペー ジ。
いだけに第3次産業革命の産物たる研究開発成果がアメリカの経済と国際収
支の立て直しに対して持つ意義も格別大きいことを思えば，上述の諸点との
関連は直ちに理解されるはずである。それと併せて，米国産の未成熟な技術
を買い入れて優秀な産業技術に磨き上げるという日本ハイテク産業の従来の
(19) 
成長方式を封じる狙いのもとに，アメリカが知的所有権の保護強化を対日技
術戦略の重要な一環に据えるようになった事実も，しっかり見定めなければ
(19) アメリカは，「改良工学」ないし「逆工学」（一応めどのついた海外技術を購入
し，その解析によって各要素技術やそれらの関係を探り，それをベースに生産効
率と品質の改善をはかるという方式）に依拠する日本産業に対して，，「技術只乗
り」との非難を強めている（赤木昭夫「ハイテクノロジーの国際競争」岩波プッ
クレットNo.25,1983年、 22'-ク3ペー ジ）。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （363)29 
(20) 
なるまい。
上記のほかに，後にみるように知的所有権をめぐる提訴で米国企業がかな
りの成果をあげるにつれて，「知的所有権ビジネス」を有望視する米国内の
空気が濃化した，という面も見逃せない。また，米国企業の提訴戦術への対
(21) 
抗策として日本企業が米国への特許出願を増やすもとで，アメリカ側が知的
所有権のさらなる保護強化に活路を求めるようになった点も，このさい頭に
入れておくべきであろう。
I[ 知的所有権の対象範囲の拡大
1. ソフトウェアの法的保護と日米の相克
このところ知的所有権なる言葉が頻繁に使われるようになったのは，何よ
りもアメリカが国際的キャンペーンをにぎやかに繰り広げつつ，知的所有権
の保護強化措置を次々講じだしたためである（米国では現在十数州が1979年
に作成されたモデル法「統一トレード・シークレット法」を施行しているが，
技術ノウハウ，顧客リストや新製品の製造・販売計画等の企業情報までをも
トレード・シークレットとして知的所有権に含めて保誰しようとする風潮が，
現に確実に強まってきている。同時に，知的所有権の対象範囲拡張に同調せ
(20) アメリカの競争力強化策は多岐にわたる。積極的な技術革新の支援策として
は，若年者教育の充実、 NSF研究費など政府研究開発予算の拡充， 政府保有の
研究開発成果の民間への移転促進，減税による民間企業の技術革新投資の促進，
民間企業同士の共同研究を可能ならしめる独禁法の適用緩和，等の措置が講じら
れてきた。それと並んで，とくに日本を意識しつつ，「技術情報封鎖」の動き（技
術データ公表禁止，学会やデータベースヘのアクセス制限，米国ハイテク企業の
買収の制限，等）がとられた。そこにもう一枚加わるのが，以下の諸章にみる知
的所有権保護の強化である。詳細は，ハイテク戦略研究会絹「米国の技術戦略」
（日経サイエンス社， 1988年）を参照のこと。
(21) アメリカにおける特許出願のうち日本人出願の占める割合は， 1975年には 8.5
彩であったが， 10年後には19形に膨らんだ（「科学技術白書」 1987年版， 176ペー
ジ）。
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よとのアメリカの日欧に対する要求も，執拗の度を増しつつある）。当の用
語の普及が，「特許になる技術，特許にならないノウハウ，コンピューク・プ
ログラム， トレードシークレット（企業・秘密）， CIマークなど，企業活動
を行なうための知的財産」すべての保護を目指す考え，つまり「頭で考え出
したモノはすべて財産であり，権利を駆めよう」との思想の宣伝・浸透と分
(22) 
かちがたく結ぴついているのを知らなければならない。それを念頭に置いた
上で，アメリカが手初めに取り組んだコンピューク・プログラムいわゆるソ
(23) -
フトウェアの法的保護に，さしあたり焦点を合わせるとしよう。すでによく
知られている顕末なので，要点を整理して綴る形にしたい。
世界最初の商業用コンピュークが出荷されたのは1951年であったが，その
時に始まるコンピューク産業の草創期にあっては， ソフトウェアはハードウ
ェアの付属物の扱いでユーザーに提供された。 50年代後半に早くも市場の支
配権を確立した IBMをみれば，ソフトウェアのコストを一括してコンピュ
ークのレンタル料金に含め，レンクル料を払っているユーザーに対しては各
種のソフトウェアを無料で供給する方式をとっていた。コンピューク・シス
テムの製品コストに占めるソフトウェアの割合が当初は20彩程度と小さかっ
たからこそ，ごく自然にそうした待遇になったものと理解される。ところ
が，以後，ハードウェアの方が自動化等による生産性向上のおかげで目ざま
しいコスト・ダウンを遂げるのに対し，システムに高機能性をもたせるため
のプログラムの巨大化に伴い手作業中心のソフトウェア開発に要する費用は
膨張する一方で，いまではシステムの原価構成は当初とは完全に逆転して，
ソフトウェアが全体の 8割を占めるまでになっている。こうしたソフトウェ
アの比重増を背景に， IBMが他社に先駆けて， ソフトウェアをハードウェ
(22) 青山・山田，前掲書， 14,42ペー ジ。
(23) ソフトウェアとは「一定の作業をコンビュークに行わせるため，プログラムを
作成し，実行させるためのシステム」を意味する。したがって，正確に言えば，
ソフトウェアの中心をなすのはプログラムであるが，ほかにシステム設計書，フ
ロートチャート，ユーザーズマニュアル等もその中に含まれる（中山信弘「ソフ
トウェアの法的保護」有斐閣， 1986年， 6ペー ジ）。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （365)31 
アとは別個の独立した企業財産として遇する方向に転じ，プログラムの有料
(24) 
化を敢行したのが1970年初であった。
ソフトウェアとハードウェアの価格の分離，いわゆる「アンバンドリング
方式」の採用は，ソフトウェア部門の売り上げを重視し将来的にいっそう発
(25) 
展させようとする IBMの姿勢の硯れにほかならなかった。ところが，ソフ
トウェアには簡単にコピーがとれるといった物理的特性が備わっている。ソ
フトウェアの開発に要する人手と費用が膨れるほどに，またソフトウェアの
流通量が増すほどに，何らかの権利保護の必要を唱える声が高まったのは，
実にそのゆえであった（もっとも，著作権によるソフトウェア保護について
の社会的コンセンサスの形成には時間がかかったし，また後に述べるように
OSの公開が IBMの方針とされてきた関係もあって， IBMがソフトウェ
アの著作物性を強くアピールする行動に出るのはかなり遅れた。同社がソフ
トウェア製品の著作権登録をおこない，著作権表示のためのcマークをつけ
(26) 
るという方法をとり始めたのは， 1978年以降であった）。
(27) 
法整備の具体的な経過をみれば， 1950年代に早くもソフトウェア保膜をう
たった著作権法改正案が米国議会に顔を見せている。当時はまだ基本的に問
題の港伏期だったのでさしたる反蓉もなかったが，社会的な切迫感がある程
度熟してきた60年代央には，幅広く国民の意見を聴する目的で実施された政
府の懸賞論文の募集を引き金にして，コンピュータ・プログラムの法律上の
取り扱いをめぐる論議が盛んになされるようになった。それは， ソフトウェ
(24) 1969年1月に，米国司法省はIBMを相手取って独禁法訴訟を起こしている。そ
こでは， IBMがレンタル料を隠れミノにして際限なくソフトウェアを培殖させ
たために新規企業の市場参入が妨げられてきた，ということが訴因の一つとされ
た。この事情もIBMのソフトウェア戦略の転換を促す要因として作用した（栗田
昭平「コンピュータ」日本経済新聞社， 1985年， 21~22,140ペー ジ）。
(25) 乾侑「日本への挑戦状」共立出版， 1986年， 56ペー ジ。
(26) 那野比古「知的所有権」中公文庫， 1988年， 25ペー ジ。
(27) 芳原信「ソフトウェア著作権早わかり」日本経済新聞社， 1988年， 70~72ペー
ジ。経済企画庁総合計画局編，前掲書， 25~26ペー ジ。
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アをハードウェアとは別な法的保護に委ねられるべき新しい型の知的財産と
とらえる視点を共有した上での，プログラムの保護手段のあり方，その基底
をなすプログラムの性格規定の仕方についての種々の意見のぶつかり合いで
あった。わけても， ソフトウェアを工業的な製品とみるのか，それとも創作
者の権利を最大限に尊重していくのか（前者は工業所有権的保護，後者は著
作権的保護を予定する）が中心的な争点とされた。そうした活発な論争を受
けて，米国政府が「新規技術を用いた著作物の利用に関する国家委員会」
(CONTD)を設置したのが74年， 4年間にわたる審議を経て同委員会の報
告書がとりまとめられたのが78年夏であった。著作権法を改正して同法によ
るプログラムの保護を明確化すべきだと説<CONTD報告にもとづいて，
80年12月には実際に連邦著作権法の改正がおこなわれ， 81年1月に改正法施
行の運びとなる。
かくしてソフトウェアの著作権による保護が米国法で明確化されたわけで
あるが，それで一件が全面的に落着したわけではない。アメリカ政府は，
IBM等のグローバルな利害関係を考慮しつつ，今度は他の国々にも自国と
同レベルの法的保護を実施させるために露骨に圧力を行使するようになる。
そのおりには，コンピューク産業でアメリカに次ぐ地位に昇ってきた日本の
押え込みに失敗すれば， 日本に追随する国が出る可能性が大きく，著作権法
でソフトウェアの権利保護をおこなう方式を世界的潮流にする目算が立たな
(28) 
くなってしまう，との理由で対日工作が特に重視される。
そこでチャンネルを日本に切り換えると，わが国でソフトウェア保護立法
(}9) 
の胎動が始まったのは1970年代初期であったか，実際にソフトウェア問題が
(28) 長谷川俊明「訴訟社会アメリカ」中公新書， 1988年， 92~93ペー ジ。
(29) 1972年に「通産省ソフトウェア法的保護調整委員会の中間報告」が，そして翌
年に「文化庁著作権審議会第2小委員会（コンピュータ関係）の報告書」が発表
されているが，この段階で約10年後に一気に燃え上がる通産省・文化庁間の論争
の基本的な構図が早々と姿を現した，と言ってよい。効率的な情報化の産業振興
にとっての有用性を評価し，そのかぎりで開発者に対する正常な利潤の保証を通
じてソフトウェア開発・流通の活発化を期する必要を認めるが，産業発展にマイ
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （367)33 
社会的な開心事となるには， 70年代末のクイトー事件（ビデオ・ゲ、ーム「ス
ペース・インペーダー・パート Il」のプログラムの無断コピーを理由にクイ
トーが INGェンタープライゼズを相手取って訴訟を起こした）を待たなけ
ればならなかった。その後ほどなく発生したのが IBM産業スパイ事件。 82
年6月の同事件の発覚により日本が国際的なソフトウェア紛争の直撃を初休
験するにおよんで，法的枠組み整備の機運はにわかに熟することになった。
なお，同じ82年の12月に，東京地裁はクイトー事件で，わが国で初めてソフ
(30) 
トウェアに著作権を認めた判決を出している。
上のごとき展開となって，通産省はあわただしく「プログラム権法」の構
想を練り上げた。 1983年12月発表の「通産省産業構造審議会情報産業部会中
(31). 
間答申」では，広く経済・企業活動に利用される「経済財」であるプログラ
ムは文化発展への寄与を目的とする著作権法にはそぐわない，またプログラ
ムは使用してはじめて価値が発揮されるものであるのに著作権法には使用権
（＝使用を占有する権利）の規定がない，としてソフトウェア保護にとって
の著作権法の不向きさ加減が指摘された。経済財にふさわしい工業所有権的
保護をということだったが，さりとて特許法で事足れりとされたわけでもな
い。そうではなくて；発明の保護を本旨とする特許法では人文・社会科学的
法則を基礎に作成されたプログラムが対象外になってしまうこと，特許要件
の1つである進歩性を満たすプログラムがきわめて少ないこと等を勘案し
て，プログラムの特質に即した新法（＝プログラム権法）の制定を目指すぺ
ナスになるような権利保護は行き過ぎとして否定する，さらに産業政策上の課題
とともにソフトウェアの技術的特性も踏まえながら適切な法的保膜の形式を案出
すべきだと考える一~中間報告にみるこの通産省の姿勢は，後日の「プログラム
権法」の提唱へとつながってゆく。他方，文化庁の方は，ソフトウェア保護は基
本的に著作権法で可能だとの認識を明らかにした（経済企画庁総合計画局編，前
掘書， 27ペー ジ。芳原，前掲書， 59~60ペー ジ）。
(30) 詳細は，那野「知的所有権」（前出）， 136ペー ジ以下。
(31) この中間答申および次に取り上げる「文化庁著作権審議会第6小委員会中間報
告」は，中山「ソフトウェアの法的保護」（前出）に収録されている。
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きだと主張された。ごく簡単に骨子をみておくと，同法は，プログラムの開
発者にその使用権，改変権，複製権等を駆めて，第3者による無断の使用や
複製を規制するものとした。ただし，開発者の権利保護の度が過ぎてプログ
ラムの効率的利用が妨げられるといった弊害が生じないように，公共の利益
のために必要なケース等について，適正な対価を前提として使用・複製等の
許諾を聡める裁定制度が設けられることになっていた。権利の存続期間は，
やはり産業経済の発展の阻害因になってはならないという観点から，著作権
法に比して蓬かに短い特許法並みの15年程度が妥当だとされた。
この通産省案に対抗して1984年1月の「文化庁著作権審議会第6小委員会
中間報告」は，プログラムの著作物性を隠めた82年12月の東京地裁判決以来
の実績および著作権法改正を実行したアメリカとの立場の共通性への注意を
喚起しながら，ソフトウェアの保護は著作権法によるべきだとの見解を打ち
出した。プログラムが著作権法になじまないとする意見に対しては，プログ
ラムは産業活動に利用されるだけでなく人間生活の各分野に深くかかわって
おり，その内容の向上は終局的には文化の発展に寄与すると考えられる，と
いった反論が用意された。また，使用権の規定の欠如については，著作物を
何かに使用するためにはコピーをとらなければならないが，その複製をとる
(32) 
行為自体を使用に相当するものとみなせばよい，との見方がとられた。とは
いえ，現行法が万全だというのではなく，プログラムが著作物であることを
より明確化するために著作物の例示規定にプログラムを書き加える必要があ
るとされたし，法人著作の規定の整備，著作者人格権」（同一性保持権）の制
限等，プログラムの特性に見合った措置の導入も勧告された。
日本国内では涌産省案により多くの支持が集まったが，実はまだ同案が煮
詰まっていもしない段階から，アメリ~力はプログラム権法構想への反対の意
志を駐日大使を通じて日本側に伝えていた。ほかにも政府要人の相次いでの
来日など種々の外交的圧力がかけられたが，アメリカが特に問題にしたのは
保護期間および裁定制度の2点であった。権利保護期間については， 1980年
(32) 那野「知的所有権」（前出）， 156ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （369)35 
に改正された米国著作権法による期間（著作者の死後50年間，麗用者著作物
(33) 
の場合は発行から75年間あるいは作成から100年間のうち先に満了する方）に
くらべて， 15年ではあまりに短すぎるとされた。公共の利益のためには監督
省庁が当該ソフトウェアの第3者使用を命令できる，とした「強制許諾」を核
心とする裁定制度に関して言えば，アメリカ政府は，それによって IBMな
ど米国企業が通産省の監督下でその手に蓄積している貴重なソフトウェア資
産のライセンスを義務づけられる結果になるのを大いに懸念した。日本はコ
ンピュークのハードウェア面でこそアメリカに迫るまでになったが，ソフト
ウェアの領域ではいぜん大きく水を開けられている，そこで米国企業が抱え
込んでいるソフトウェアを強制的に吐き出させてソフトウェア部面での対米
格差を縮めるために持ち出されたのが裁定制度なのだ，というとらえ方であ
(34) 
った（たとえば当時，米国ソフトウェア産業の売上高は，日本の約10倍の規
模であった一ー表1。また，日本の汎用プログラムの8割以上が輸入に依存
していた）。
表1 主要国のソフトウェア業売上高と汎用プログラム比率
| I米国 1日本 Iフランス1英国 1西独
ソフトウェア業売上高
＇ （億ドル） 1982年 103 12 13 7 14 
汎用プログラム比率 1983年 59 10 33 46 39 (%) 
（汎用プログラム売上高）
（億ドル） (58) (1.2) (4.3) (3.2) (5.5) 
（出所） 山影進「相互依存時代の国際摩擦」東京大学出版会， 1988年， 48ペー ジ。
膨大な先行投資によって優位性を確立している米国製ソフトウェアが，日
本においては満足な権利保護を受けられない一ーそうした恐れを抱けばこ
(33) Danier Remer著，三木茂監訳「SOFTWAREその契約と法的保護」アスキ
，ー 198坪， 46ペー ジ。
(34) Clyde V. Prestowitz, Jr., Trading Places, 1988, p. 287. 
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(~) 
そ，アメリカは日本の国内立法への介入を企てたのであったか，そのさいに
は次の脅し文句が用いられた。いわく，もしプログラム権法が成立するなら，
アメリカの対抗措置によって対米輸出される日本製ソフトウェアは米国著作
権法の保護対象からはずされることになろう，加えてアメリカは日本相手の
ソフトウェアの輸出入を制限するし，他の先進資本主義諸国にもこの対日方
(36) 
針への同調を呼びかける。こうした強談判を仕掛けられた日本政府は，通産
省案はいたずらにアメリカの保護主義を刺激するものだと説く文化庁の批判
を聞き入れる形で，しぶしぶながら著作権法による保護へと舵を切り換え
た。かくして， 1985年6月，プログラム保護の明確化に伴う著作権法の一部
改正が国会を遥過した (86年1月施行）。
著作権でのソフトウェアの強力な権利保護は，すでに市場において相当の
地歩を築いている企業に有利に作用する。日本に先立ちアメリカで展開され
た法的保護の方法をめぐる論争が著作権法改正に帰着するにあたっては，こ
とに IBMの意向が強く反映したものとみてしかるべきであろう。 プログラ
ム権法にかかわる日米の衝突は，まさしくその国際版であった。山影進氏の
的を射た1節を引いておくと，「（無体財産の場合には）知識の財産的価値の
保全により利益を取得する層が，特定の国に逼在する傾向が存在するため，
個別の紛争が…国家間の紛争に転化して政治的な色彩を強くおびることとな
る…。コンピューク・プログラムをめぐる紛争は，まさに，その典型であっ
塁
(35) 技術導入を奨励する見地からの日本の輸入規制がソフトウェア部門での米国産
業の日本市場支配を妨げてきたとの見方，ならびに IBM産業スパイ事件に対す
る反感が土台になっているが，ある論者は，日本の立法への千渉を正当化するべ
く，こう書いている。「日本に対する疑いは，あまりに寛大な技術棋与と盗みに
よって技術を失ったという歴史を背景にしている…。この疑いから日本に対す
る厳しい批判が生じ，日本のソフトウェア法規の内容に影響を与えようとする
のである」（エドウィン・ワットレー「ソフトウェアの法的保護」「日米関係白書
1985ー 86」日本評論社， 1985年10月）。
(36) 小尾敏夫「ジャパン・シフト」 TBSブリタニカ， 1987年， 150ペー ジ。
(37) 山影進「相互依存時代の国際摩擦」東京大学出版会， 1988年， 47~48ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （371)37 
ところで， 日本の著作権法改正後も日米間のきしみは絶えない。文化の発
展を目的とする著作権法の体系に産業技術であるソフトウェアを取り込んだ
無理が祟ったのだが，プログラムの保護範囲や類似性の認定が不明確なま
まになり，それが日米双方の解釈の相遮を許し，もって両者の角逐を導く
(38) 
ということになったのであった。著作権法では保護対象は「表現」であって
「アイデア」は枠外だとされているが，一言一句の遮いが重い意味を持つ文
芸作品とは遮って，プログラムの場合には，たとえば異種のプログラミング
言語に書き換えたり，些末な箇所で1行の命令文を 2行に分けたりしても別
にさしつかえはない。したがって，表現同一の基本が丸写しだとなると網の
目くぐりの余地があるわけで，それを封じるには実質的な類似性をもって判
断するしかなくなる。事実，アメリカにおいては， 1986年8月に連邦高裁が
ジャスロウ対ウェラン・アソシェイツ事件で， ソフトウェアについては構造
(structure)，順序・配列 (sequence)，横成 (organization)が同じであ
れば著作権侵害に該当するとの判決を下して以来，「SSOの原則」が定着する
傾向にあ塁）これに対して日本の方は丸写しでなければ侵害に当たらないと
しているが，そうした日米の立場のずれが両国のコンピュータ産業のソフト
(40) 
ウェア部門における力関係の投影であるのは，言わずもがなであろう。著作
権法に規定のないリバース・エンジニアリングがどこまで許されるのかもホ
ットな係争点になっているが，後に襲連する箇所で論及することにしたい。
2. 他部面でのアメリカの法的保護と日本の追随
米国政府が自国ハイテク産業の国際競争力の低下を憂慮して真剣に対応策
を模索するようになったのは， 1970年代終盤からであった。カーター大統領
の「技術革新政策に関する教書」 (79年10月）を口切りの宣言にして，以後
さまざまな措置が積み重ねられ，次第に網羅的でシステマチックな政策体系
(38) 青山・山田，前掲書， 85ペー ジ。‘
(39) 那野「知的所有権 そこが知りたい」（前出）， 129~131ペー ジ。
(40) 内田，前掲書， 188ペー ジ。
38(372) 第 33巻第 6 号
が整えられることになったのだが，科学技術振興政策や技術保護主義と並ん
でその重要な一環をなすのが知的所有権の保護強化にほかならない。前節に
ソフトウェアの法的保護が明確化されたいきさつを明らかにしたが，その動
きによって鼓舞される形で，知的所有権の対象範囲を広げ保護水準を引き上
げるようとする他部面での試みも大いに勢いづく経過となった。具休的に講
じられた措置の主だったものを拾い上げておくとしよう。
アメリカでは1980年12月，ソフトウェア著作権法の制定と時を同じくし
て，特許法の改正もおこなわれている。この改正によって，政府の助成を受
けて達成された発明の特許権が開発者に与えられるようになったが（この時
点ではまだ開発者が中小企業と非営利機関である場合にかぎられていたが，
83年になれば大企業にも適用が拡張される），そうした研究開発の促進措置
とともに「特許再審査制度」の開設も決められた。すなわち，従来，特許を
無効にするのは連邦裁判所の管轄となっていたが，それが特許商標庁の所管
に移され，特許のクレームがあれば同庁が自ら付与した特許について審理す
(41) 
る制度に改められたのであった。その変更にあたっては，むろん，訴訟に要
する費用と時間の節約が外国企業の攻勢から国内市場を守ろうとする米国企
(42) 
業の対抗力の強化につながることが計算に入れられていた。
特許関係の法的措置ということで続けて記しておくが， 1984年9月に「特
許期間回復法」が成立をみている。アメリカでは特許期間は17年間とされて
いるが，医薬品の場合には，新薬の開発者がその特許を取得した後，政府か
ら製造承駆を与えられるまでに（つまり薬効と安全性の確聡に）かかる時間
が長びく傾向にあるので，実際に新薬を発売できる時点になって残されてい
る特許の存続期間がどんどん短くなる，といった問題がいやおうなく生じて
くる。硯に残存特許期間は， 1960年には平均16.4年であったものが， 70年に
(41)青山紘一絹「ハイテク時代の知的戦略」工業調査会， 1985年， 196~197ペー
ジ。
(42) 島崎久寿弥太編「特許戦争」東洋経済新報社， 1986年， 7ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井）
(43) 
(373)39 
は13.1年， 79年には9.5年と急速な目減りをきたし．それに伴って医薬品業
界の不満が高まるところとなった。 80年頃から熱をおびたこの点をめぐる論
議を受けて，政府の許認可に費やされた特許期間を回復できる制度（回復期
間は 5年間が限度， また残存特許期間に回復期間を加えた期間は14年間が上
限で超過分は切り捨て）が新たに設けられた，
(43) 
という次第である。
今度はバイオテクノロジー関係をまとめて扱おう （生物の生休・機能を利
用ないし模倣して物質の生産や分解に用いる技術がバイオテクノロジーであ
り，遣伝子組替え，細胞融合，細胞大量培養，バイオリアククーがその核を
なす）。アメリカでは1973年にスクンフォード大学とカリフォルニア大学の
共同研究によって遣伝子移植が実現したのを契機に，遣伝子組替え実験の人
間や自然環境に対する危険性を懸念してその自粛を求める世論が噴出した
が，政府がとった態度は結局のところ，科学者達の自主的なコントロールに
(“) 
委ねる形式で円滑な研究の進展を誘導するというものであった。未来産業と
しての有望さを見越しての姿勢であったと考えられるが，そうした流れを受
けて営利ベースのバイオテクノロジーの発展にはずみをつける役割を果たし
たのが， 1980年6月に米連邦最高裁判所によって下された人工微生物に関
する判決一ージェネラル・エレクトリック社の訴えを容れて石油を分解する
(45) 
細菌シュードモナスを特許の対象になると恩めた—―ーであった。遣伝子工学
で創出される天然には存在しない徴生物を，特許法の言う合成物および製品
にあたるものととらえ，それに特許を付与することができるとした同判決は，
(46) 
「生物特許」を米国で初めて駆めた点で画期的な意義を有している。その後
の遺伝子工学の発展は目ざまし<,それに対応して，いまや高等動物すらもが
特許の対象とされるまでになっている（ハーバード大学によって誕生させら
(43) 
(43) 
(44) 
(45) 
(46) 
同上， 64ペー ジ。
青山絹，前掲書， 199ペー ジ。
David Dickson, The New Politics of Science, 1984, Chap. 5,参照。
太田次郎「入門バイオテクノロジー」日本経済新聞社， 1986年， 144ペー ジ。
那野「知的所有権」（前出）． 246ペー ジ。
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(47) 
れたガン遺伝子を全細胞に持つ実験用マウスが第1号）。植物新品種について
も，アメリカは， Fl植物（交雑植物）や遣伝子組替えによる新品種製造技
術の場合には工業的発明に近い性質を持つとの見方から，それらを一般の特
許で保護することにしている。
半導体チップ製品の保護を目的とする立法もなされた。超微細化した半導
体集積回路 (IC)を新たに設計するさいには，なかんずく 1枚のチップに素
子と導線の立体回路を適切に配置するためのレイアウトであるマスクワーク
の開発に多大の資金を要するが，その模倣であれば製品を撮影してマスクパ
ターンを複製するだけで手軽にできる。だからこそ，米国製 ICが日本を始
めとする外国製の同等品（いわゆるセカンドソース）によって市場を蚕食さ
れるのを背景に，アメリカにおいてマスクワークを新しい無体財産と規定し
て権利保護をはかる必要性の認識が高まり，それが1984年10月に「半導体チ
ップ保膜法」の制定となって実を結んだのであった。同法の保護対象は半導
体チップ製品に固定されたオリジナルなマスクワークで，その所有者には，
マスクワークの複製，マスクワークを具現する半導休チップ製品の輸入・頒
布の排他的権利が10年間にわたって認められることになった。この半導体チ
ップ保護法は，レイアウトから複製された半導休チップが著作物ではなく機
能製品であり，著作権法にはなじまないからとの理由で，著作権法とは独
(48) 
立の，それ自体で完結した法律として作られた（マスクワークの開発は経験
則にもとづく試行錯誤によるものであり，新規性等の特許要件を渦たしにく
いということで， 特許法もその保護役としては不向きだと判断された）。と
はいえ，著作権法上の概念であるオリジナリティが権利発生要件とされてお
り，権利侵害の救済が著作権法に定めるものに準じていることに伺われるよ
(49) 
うに，同法は実質的に著作権法の姉妹法としての性格を刻印されている。
黙過しえない点がある。半導体チップ保護法は，マスクワークの権利保護
(47) 青山・山田，前掲書 113ペー ジ。
(48) 経済企画庁総合計画局編，前掲書， 35~36ペー ジ。
(49) 土井輝生「アメリカ合衆国の半導体チップ保護法」法学博士杉林信義先生古希
記念論文集刊行会編「知的所有権論孜」冨山房， 1985年。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （375)41 
をおこなっていない国には米国内での権利を認めないとする条項を含んでい
る。従来，外国人の権利については「内国民待遇の原則」が知的所有権の準
則とされてきたが，それに代えて「相互主義の原則」が明記されたわけであ
(50) 
る。著作権であれば万国著作権条約で，工業所有権ならパリ条約でそれぞれ
内国民待遇が規定されているのに，第3の権利として特別立法で対処する形
にされたためにその規定の効力が消去され，そこに相互主義原則の入り込む
余地が生み出されたのであった。半導体生産でアメリカを急追する日本や韓
国にも同内容の法律を整備させ，それら諸国のメーカーによる「海賊行為」
(51) 
を防止し，もって半導体チップ開発における米国企業の優位を維持する（世
界の半導休市場に占める日本のシェアは， 1970年代後半には25％前後で安定
していたが， 80年代に入って急伸し， 86年についにアメリカを追い抜くにい
たった。また，日本のIC貿易をみると，対世界収支は79年に，対米収支は翌
(%) 
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図4 世界の半導体市場に占める米日のシェアの推移
1976 77 78 79 80 81 82 83 84 -85 -86 -87（年）
（出所） 伊丹敬之＋伊丹研究室「逆転のダイナミズム」エヌ・ティ・テ
4出版， 198朗ら 108ペー ジ。
(50) 産軍複合体研究会「アメリカの核軍拡と産軍複合体」日刊工業新聞社， 1987
年， 273ペー ジ。
(51) 乾，前掲書， 55ペー ジ。
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図5 日本のIC貿易収支
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（出所） 前図に同じ， 108ペー ジ。
80年に黒字に転じている―圏4, 図5参照）―この技術競争力の優位を
保とうというアメリカの強固な意志を読み取れば，知的所有権への相互主義
の適用こそが半導体チップ保護法の核心だとの主張も，あながち大仰には響
(52) 
かなくなる。
関連して述べれば，アメリカが「公正貿易」をキャッチ・フレーズにして報
復重視の相互主義を通商政策に持ち込むようになったのは， 1970年代の半ば
からであった。その象徴となってきたのが外国政府の不公正貿易慣行に対す
る制裁措置を定めた1974年通商法301条なのであるが，実に半導体チップ保
護法と同じ84年秋に制定された1984年通商関税法において，その 301条を知
的所有権制度に適用する方向が示されている。すなわち，貿易相手国の知的
所有権制度の未整備を一種の非関税障壁ととらょて，それをハイテク製品の
(53) 
国際貿易に開する交渉事項に取り入れる旨が明らかにされたのであった。
事実，この後， 301条をちらつかせながらのアメリカの直談判が世界のあち
こちで演じられる。それも，半導体チップのレイアウトにかぎらず，より広
(52) 中尾久「半導体不況と米国チップ法」「エコノミスト」 1985年5月28日号。
(53) 経済企画庁総合計画局編，前掲書， 52~54ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（上） （坂井） （377)位
範なハイテク領域にわたって。しかも，同国は， 2国間協議を推進するのと
並行して，知的所有権をGATTのウルグァイ・ラウンドの協議事項にするべ
く精力的な外交活動を繰り広げる。そうした対外交渉とあわせて国内法制の
いっそうの改善も追求され，それがやがて関税法337条改正に行き着くので
あるが，この点については後に考察の場を準備したい。ここでは，以上にみ
たアメリカの知的所有権の法的保護強化の動きに呼応して（あるいはそれに
触発されて）日本でいかなる措置が講じられてきたのかを，時系列に沿って
略述するとしよう。
生物特許の承隠にかかわるものだが，わが国特許庁は， 1975年11月に「植
物新品種に関する審査基準」を公表している。これによって，反復可能性
があれば植物の新品種でも特許の対象になることが明確にされたわけである
が，その一方で， 78年10月には種苗法が施行されている。つまりは種苗法と
特許法の 2本立てで植物新品種の保護をはかる仕組みが作られたのだが，た
だし，所轄官庁間の思惑の遮いから調整規定が設けられなかったせいもあっ
て，両者の関係はまるで明白さを欠いている。詳細は割愛し，種苗法の所管
省であって特許付与に否定的な農林水産省が種子ビジネズから農家を保護す
る姿勢を有していること，それが外国種苗企業による日本農業支配の防止に
(54) 
もつながるとみられること，これに対して米国側は特許法以外での「弱い権
利保護」に不満で，主に UPOV（植物の新品種の保護に関する国際同盟）
(55) 
の場で各国に特許法の適用拡大をしきりに訴えていること，を指摘するだけ
(54) 「（農林水産省が）植物新品種が特許になるのに反対するのは， 農家の自主採
種に邪魔になり，特許新品種を育種素材にしてさらに新品種を育成しても特許侵
害になるからである。、しかも種苗法よりも権利が強い特許で保護されるとなる
と，外国からの出願によって日本農業が支配される懸念もある。従来の品種改良
は突然変異や人工交配などでなされていたが，バイオテクノロジーの登場で，再
硯性のある新品種が開発されるようになった。農業革命に特許が支援する事態と
なったから，国際的にも注目を集めている」（嶋本久寿弥太「知的所有権 アメ
リカの逆襲」第一企画出版， 1988年， 89ペー ジ）。
(55) アメリカは， 植物特許法（無性生殖植物のみ）， 植物品種保護法（有性生殖植
物一般が対象日本の種苗法に類似），および一般特許法で，新品種の保護をお
44(378) 第 33巻第 6 号
にしておく。ついでながら， 79年11月には「微生物に関する審査基準」が特
許庁によって明示されたが，そこでもやはり米国の制度との開きが問題とし
(56) 
て残るところとなった。
アメリカが半導休チップ保護法で相互主義をうたった事実を先に記した
が，その圧力下でわが国が「半導体集積回路の回路配置に関する法律（半導
休回路配置法）」を制定したのは， 1985年5月であった。米国法に遅れるこ
とわずかに半年余り，内容は相互主義条項こそ入っていないものの大筋で米
国法に同じ，さても見事な追随ぶりと評すべきか（相互主義の風圧にさらさ
れたのは日本だけではない。たとえば，韓国は，米国通商法301条の脅威の
もとで大幅な対米譲歩を余儀なくされ， 87年7月にコンピューク・プログラ
ムの著作権法による保護，物質特許を謡める特許法の改正，等を含む知的所
(57) 
有権制度全般にわたる大改革を断行した）。
1986年5月には著作権法の一部改正 (87年1月施行）がおこなわれ，デー
クベースが著作権の対象に明示的に含まれるようになった。アメリカでは80
年の連邦著作権法改正のおりにデークペースを編集著作物と規定して保護す
ることにされたが， 日本の場合には，新聞や百科辞典のような従来の編集著
作物との性格の相造を考慮し，デークペースをビデオテックスや CATV等
こなっている。出願者は最も有利な法制を選ぶことができるし，ダプル出願も許
される (UPOVの条約にはダブル・プロテクションを禁止する条項が入ってい
るが，アメリカの場合には同条項を留保しているので）。これに対して， 日本で
はダブル出願は隠められていない。西欧の場合には，植物の新品種を特許法の適
用除外としている国が多い（中山・村上・内田，前掲書， 162~163ペー ジ）。
(56) 特許法の仕組みのもとでは特許権者は微生物を公的機関に寄託しなければなら
ないが，これについては第3者へのノウハウの完全公開になってしまうとの不満
が多い。特許制度の遣いから，日本や西欧諸国では，特許権が恩められる以前ど
ころか，審査が終わっていない段階でも，申請書が公示された時点で寄託物の一
般入手が可能になるので，いっそう生物学的発明者にとっての問題は大きい（内
田，前掲書， 103~104ページ。小泉直樹「不正競業法の課題」「ジュリスト」 1988
年9月15日号）。
(57) 中山・村上・内田，前掲書， 147ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の開展（上） （坂井） （379)45 
表2 データベース台帳に登録されているデータベース数の推移
（カッコ内は年平均伸び率：％）
年度 I 1982 I 1983 I 1984 I 1985 
データベース数 604 916 1242 1702 (51.7) (35.6) (37.0) 
（う対ち全外休国の製割DB 472 743 1034 1401 
| 合）
(78.1) (81.1) (83.3) (82.3) 
（出所） 通商産業省編「2000年の情報産業ビジョン」通商産業調査会， 1987年，
104ペー ジ。
のニューメディアを利用した有線送信と一体にして，編集著作物とは別個に
保護する形がとられたのが特徴的である。それはともかく，わが国で利用で
きるデータベースのうち国産のものは2割以下にすぎない，という現実に目
を向けてほしい（表2)。そうすれば， 日本におけるデータベースの法的保護
が何よりも米国データベース業界の利益にかなう措置であることが，すぐさ
ま理解されよう。あるいは余計な断わり書きかもしれないが，生物特許にせ
ょ，半導体マスクワークやデークベースの保護にせよ，それが日本のハイテ
ク産業の発展に資する側面を持っているのは疑うべくもない。けれども，だ
からと言って，知的生産物の蓄積に勝る米国ハイテク産業が自己の技術開発
力と市場支配力の強化に役立てようと狙って日本にそれを求めた経緯を，ぉ
ろそかにしてよかろうはずはない。
1987年にはアメリカにならって医薬品の特許期間を延長するために，特許
法の改正がなされた (1988年から医薬および農薬に関して2~5年の延長が
隠められるようになった）。 当然ながら，ここでも，米国医薬品業界の競争
力強化の願望とともに，日本の業界の意向が作用していた。アメリカでの特
許期間回復法の成立によって新薬の特許保護期間に日米格差ができてしまっ
た，それが新薬開発力の格差につながらないようにするには日本も侵食期間
の回復をやるしかない，といった思い嘉？ （続）
(58) 青山絹，前掲書， 199ペー ジ。
